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（要旨）
社会的不利な人々への就労支援に取り組む社会的企業の活動が成果を挙げてきている。し
かし、我が国には社会的企業に関する法律がなく、定義に定める内容も研究者によって異な
る。筆者は就労支援としての社会的企業の実践過程の研究に取り組んでいるが、社会的企業
とはそもそも何であるのか、という問いかけが必要であった。そのために、筆者は常に先行
研究からの知見に学ぶ事を繰り返してきている。現場への調査研究から活用すべき取り上げ
られる概念を先行文献から抽出し理論的サンプリングとした。さらにその知見に基づき社会
的企業の実践過程のコンセプトを研究の中間的集約として、障がい者領域の社会的企業の実
践活動の構成に取り組んだ。その結果として、社会的不利な人々への就労支援に取り組む社
会的企業の活動を「社会的企業のプリコラージュ」と考察した。
１．研究の背景
長い間、低い失業率と終身雇用によって、安定していた我が国の雇用環境は大きく劣化し
てきている。非正規雇用が増加し、労働市場において不利な人びとは増加した。特に障がい
者、生活保護受給者、生活困窮者、ひとり親、職につけない若者、ホームレスなどは、新た
なる就労支援を必要としている。この就労支援に取り組む社会的企業が、今日多く台頭して
きている。しかし、法的制度もないままに取り組まれてきており、海外の先行例に学びつつ
も、固定した形態のない多様な内容に展開してきている。ここで取り上げるのは、ベンチャ
ー的な起業による営利目的を持たず、経済サイド的展開もない社会的企業である。営利目的
ではなく福祉目的で、就労に関する社会的課題をビジネス手法で開発しようとする取り組み
である。それは、社会福祉による就労支援ソ－シャルワークの取り組みに通ずる。
「社会的不利な人々の就労支援を行う社会的企業」に関す
る理論的サンプリングとしての文献研究と実践検討
―社会的企業の「社会的包摂」から「コミュニティ・エ
ンパワーメント」まで―
福祉社会システム研究科社会福祉学専攻博士後期課程3年
宮竹　孝弥
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我が国の就労支援を行う事業体には、様々な制約や限界があった。法律別にみれば、①社
会事業法では社会福祉法人の限界として、営利行為の禁止がある。②NPO法では、NPOの
経済問題についての無規定・無設定であった。③協同組合法では、協同組合の産業別活動に
よる別個の法律で全体は非統合で、地域よりは全国的な活動が多かった。このように、就労
を目指す事業体の運動の取り組みにも、容易には社会的企業の起業にまで至らない経過があ
る。一方では、特別支援学校の進路相談から、教師が生徒の就職のために「頭も下げて回る
のではなく」と社会的企業を立ち上げる動きがあった。ま地方行政による福祉的雇用の展開
として、障がい者「社会的事業所」を認めた滋賀県や箕面市の取り組みもある。新たな就労
支援を、社会的企業に求める活動は各地に広く認められる。
労働市場において不安定である人々への就労支援に取り組む社会的企業は、どのような活
動を行っているであろうか。就労支援者は、福祉的就労か一般就労かの選択の困難な中で取
り組み、中間的就労や半福祉・半就労などの単語が登場してきている。社会的企業では一般
就労とは異なる、準市場における福祉ミックスを伴う就労を創出する。藤井（2013）によれ
ば、社会的企業はハイブリット構造を持ち、多元的目標、マルチ・ステーク・ホルダーの参
加・多元的経済の相互連関を目指す。そのことがテイラーのコミュニティ・エンパワーメン
トへのプロセスに繋がるという。
２．研究の目的・方法
研究の目的である研究テーマは、日本の社会的企業が定義も法律もない中で、様々な知識
と情報を集めて工夫して取り組む事から、レヴィ＝ストロースを引用して社会的不利な人々
の就労支援に取り組む「社会的企業のプリコラージュ」活動とした。レヴィ＝ストロースに
よれば、「ありあわせの道具材料を用いて自分の手でものを作る」ことを「プリコラージュ」
として現した。「プリコラージュ」は「器用仕事」として訳されることが多いが、中沢
（2016:42-44）によれば、「日曜大工」の訳がニュアンスとして近い。新しい生活スタイルを
実践しょうとする人に使われ、リユース（再思考）の考え方である。シュールレアリストの
エルンストは、一枚の絵に、異なる要素を張り合わせる「コラージュ」を発案した。プリコ
ラージュは仕事の開発においても、重要な概念である。レヴィ＝ストロースは労働の概念研
究も行い、その同僚のジャン＝ピエール・ヴェルナンは古代ギリシアから働くことを「プラ
クシス」と「ポイエーシス」の二つの言葉で現した（中沢、1996:89-90）。「プラクシス」は
使用するという意味で実践と訳されており、「ポイエーシス」は目的のために「作り出す」
ことであり社会的企業が社会的不利な人々に就労支援として雇用創出する取り組みは「ポイ
エーシス」である。この「プラクシス」と「ポイエーシス」の中心に、当事者の利益のため
に様々な異なる要素を組み合わせて就労実現を目指す「社会的企業のプリコラージュ」の活
動があると考える。
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社会的企業の実践課程の分析および実践モデルの作成のために、日本各地の福祉領域社会
的企業への聞き取り調査を継続している。方法は質的研究のグレイザー版グラウンデッド・
セオリーによる取り組みである。この方法は対象領域に関するデータ収集・インタビュー収
集を行い、コンセプト作成の過程によって理論的飽和による核コンセプトの生成を目指す手
法である。調査の研究テーマは存在するが、帰納的・演繹的取り組みの同時進行により仮説
生成を目指すとされ、仮説は研究テーマと等しい場合もあるが、異なった理論的飽和に到達
する時も多くある。まず対象者への聞き取りによる調査ありきの手法であり、聞き取ったデ
ータから何度も統合集中化を行う。分析過程の中間で必要な取り組みが理論的サンプリング
の抽出である。理論的サンプリングは主に調査によるデータからもたらされる。しかし、わ
が国では社会的企業そのものの定義が存在しない状況から調査の対象も広く、実践からの聞
き取りに加えて、質的調査の中間過程として先行文献研究を取り入れた。シャーマズ(2000)
は、この取り組みを奨励している。社会的企業では、当事者のストレングスに注目し、当事
者研究と同時に就労支援を進行させる。そして、社会的企業の活動を肯定的に捉える地域･
社会との関係を論じる概念の抽出し学際的に対象を広げ、文献から拾い出した。すなわち、
排除型社会やコミュニティ・エンパワーメントなどである。コンセプトの並列に取り組み、
研究課題を鮮明にする取り組みを行う。研究対象は就労支援や社会的排除に関する文献まで
広く、先行文献研究の目的は、社会的企業とは何か、日本の社会的企業研究では何に注目し
なければならないかと言う概念と課題の抽出とにある。そこで社会的企業の文献を分析し、
コンセプト化し、社会的企業の活動内容の聞き取りからの中間集約を行う。
３．倫理的配慮
社会的企業への調査にあたって、東洋大学2015年度、2016年度倫理調査審査委員会の承認
を得た。調査に当たっては個人情報の保護に配慮することへの説明を行った。また日本社会
福祉学会の研究倫理指針による調査に留意した。
４．研究の対象
（１）社会的企業の現状
まず、EUでは1990年代半ばに「社会的企業」の言葉が広がり、社会的排除と戦う社会的
企業について、15カ国からなる研究者からなるEMESと呼ばれる研究グループがワーク・イ
テグレーション型社会的企業、WISE（Work Integration Social Enterprise）の議論が進ん
でいる。これが我が国の社会的企業研究者も、大きな影響を受けている。日本の研究者で
も、日本の社会的企業にWISEとべるか活動の有無を論じた論文も見られる。我が国では、
社会的企業に関する法律がなく定義も研究者によって異なる。社会的企業の形態であるサー
ドセクターの影響を受けて、日本でも一時期「あらたな公共」議論が生まれた。しかし、そ
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の後の議論の進展は進んでいない。そこで、常に社会的企業は何かという根源的な問いかけ
を、先行選考文献から探る取り組みを続けてきた。
また社会的企業の取り組む就労支援に関し、就労支援ソーシャルワークとしての支援方法
を検討した。スピッカーによると、貧困におちいりやすい階級が存在する。第一は労働市場
外部にいて給付を受ける人々、第二は労働に参加しているが低賃金を伴いやすい人々、こう
した不安定な地位は「二重労働市場」と表現されてきた。第三は「不完全雇用」と呼ばれ、
労働市場おいて周辺的な地位にいる人々を指す。周辺的な集団の典型としては、移民労働
者、ひとり親、障がい者、雇用上の身分や技能が低位にある人々を含む。就労支援を行う社
会的企業が支援するのは、このような人々である。
（２）社会的企業の４つの類型
日本の社会的企業と思われる事業体は多様であるが、研究の対象とした就労支援に取り組
む社会的企業を４つの類型に分けた。第1に主にソーシャルファームと呼ばれ、主に障がい
者の就労支援に取り組む社会的企業である。これは、障害者総合福祉法に規定される就労継
続支援Ａ型が、代表的な事業体である。利用者は雇用契約を結び社会保険に加入し、事業体
は当事者のストレングスを生かす就労形態を創出し、準市場に送り出す。賃金は最低賃金以
上を目指すが、まだ実現できていない事業体が多い。第２に生活保護受給者・生活困窮者支
援への自立支援に取り組む事業体である。当事者は相談窓口を訪れ、生活支援と就労支援を
相談する。就労支援の形態として、生活保護受給者・生活困窮者とも、中間的就労づくりが
当初の目的となる。第３に、生活困窮者に含まれる無職若者、ひきこもり支援など、相談者
側にニーズキャッチ、アウトリーチの取り組みが期待される領域である。第４に組合員の協
同労働を掲げるワーカーズコープ（労働者協同組合）、ワーカーズコレクティヴの就労支援
である。全ての組合員は運営に参加し、同一労働同一賃金をめざす。分野を問わず社会的不
利な人々を受け入れ、イタリアや韓国の社会的共同組合に近い。公的支援を受けているのは
一部のみである。これは筆者の研究対象の類型であって、日本の社会的企業の全てが４つに
分類されるのではない。
わが国では就労に関する自立支援は、法律別分野別に縦割りで取り組まれてきた。障害者
総合支援法・生活保護法・ホームレス自立支援法・生活困窮者支援法などである。それぞれ
の制度間に制度の狭間が存在し、それが就労支援の制度の不統一に結びついている。そうし
た状況の中で、社会的企業は増加していると認められる。中でも障がい分野では、福祉的支
援と就労支援を同時に行う就労継続A型の実施団体が増加の一方である。かつての障がい者
福祉工場が福祉法の支援対象となり、福祉工場としては長い間設置数の増加はなく横ばいで
あったが、A型団体は多く設立されている。しかし平均工賃はピークを過ぎると低下してき
ていて、2016年にはピーク時のほぼ半分の工賃に後退した。従ってA型団体の全てが自立支
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援に貢献しているのではない現状である。障がい分野では就労支援の長い実績があり、その
ためか障がいではない他の分野の事業体でも就労継続Ｂ型の取入れが見られる。しかし、こ
の場合は成人になってからの手帳取得の必然性に問いかけが起きる。またセーフティネット
である生活保護の自立支援は結果として、生活保護の廃止に結びつくので制度の是非に議論
が生じ、多制度との連動が求められる。縦割りの就労による自立支援制度は、一本化による
有効な利用が待たれるであろう。社会的企業による就労支援は、社会福祉団体として福祉的
支援の一方で、就労の場であるという二面性を併せ持つ。そのため活動は多岐に渡り、新た
な支援形態を作り出して来ている。
５．社会的企業の実践と先行文献研究
（１）社会的企業への調査
我が国の法人に関する規定は、社会的企業に発展しにくい内容を持つ。つまり、社会事業
法による社会福祉法人は経済的行為や営利活動に関する制限がある。NPO法では、団体設
立が自由であるが、経済活動に関しても規定がない。社会的企業ではNPOが比較されるが、
社会的企業と目されるのはNPOの一部である。協同組合法は、産業別に法律が分かれてい
て、多様な支援者の参入が難しい。その活動は全国的規模で地域との関係は深くない場合も
ある。労働者共同組合が社会的企業に近いと思われるが、法律による規定がなく、任意団体
等としての活動になっている。藤井(2014)は社会的企業には、ミクロ・メゾ・マクロの問い
があるとする。ミクロ・レベルでは、社会的企業が果たす社会的包摂機能をどのように認識
し、評価するか、社会的に排除された人々の「自立」や成長のプロセスが必然的に問われ
る。メゾ・レベルの問いは、オーナーシップ・コストの高さ（集合的意思決定を行う際の調
4 
 
〔公的助成〕 
? ②生活保護受給者・生活困窮者事業? ? ? ? ? ①ソーシャルファーム 
（高齢者・ひとり親・ホームレス・刑務所出所者等）? ? ? （主として障がい者） 
? ? 生活保護法・生活困窮者支援法? ? ? ? ? ? ? ? 障害者総合支援法・関連する障害者支援法 
? 【相談・申請】? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? 【契約・社会保険】 
? ? ? ? ? ? セーフティネット? ? ? ? ? ? ? ? ノーマラゼーション・就労継続支援 
中間的就労・自立支援? ? ? ? ? ? ストレングス・トレインオンザプレース 
〔社会的孤立〕? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? 〔地域連携〕 
③生活困窮者事業? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ④互恵性組織 
（無職若者・ひきこもり・児童養護施設退所者等）? ? ? ? ? （全ての社会的不利な人々）支援法なし。 
ワーカーズコープ、ワーカーズコレクティヴ 
? ? ? 就学者・就労者自立支援事業? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?  
【ニーズキャッチ・アウトリーチ】? ? ? ? ? ? 【協同協働】 
? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? 〔各種財源〕 
? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? 図１．社会的企業の４つ形態 
 
わが国では就労に関する自立支援は、法律別分野別に縦割りで取り組まれてきた。障害者総合支援
法・生活保護法・ホームレス自立支援法・生活困窮者支援法などである。それぞれの制度間に制度の狭
間が存在し、それが就労支援の制度の不統一に結びついている。そうした状況の中で、社会的企業は増
加していると認められる。中でも障がい分野では、福祉的支援と就労支援を同時に行う就労継続 A 型の
実施団体が増加の一方である。かつての障がい者福祉工場が福祉法の支援対象となり、福祉工場として
は長い間設置数の増加はなく横ばいであったが、A 型団体は多く設 されている。しかし平均工賃はピ
ークを過ぎると低下してきていて、2016 年にはピーク時のほぼ半分の工賃に後退した。従って A 型団
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は成人になってからの手帳取得の必然性に問いかけが起きる。またセーフティネットである生活保護の
自立支援は結果として、生活保護の廃止に結びつくので制度の是非に議論が生じ、多制度との連動が求
められる。縦割りの就労による自立支援制度は、一本化による有効な利用が待たれるであろう。社会的
企業による就労支援は、社会福祉団体として福祉的支援の一方で、就労の場であるという二面性を併せ
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５．社会的企業の実践と先行文献研究 
（１）社会的企業への調査 
? 我が国の法人に関する規定は、社会的企業に発展しにくい内容を持つ。つまり、社会事業法による社
会福祉法人は経済的行為や営利活動に関する制限がある。NPO 法では、団体設立が自由であるが、経
済活動に関しても規定 ない。社会的企業では NPO が比較されるが、社会的企業と目されるのは NPO
の一部である。協同組合法は、産業別に法律が分かれていて、多様な支援者の参入が難しい。その活動
は全国的規模で地域との関係は深くない場合もある。労働者共同組合が社会的企業に近いと思われるが、
法律による規定がなく、任意団体等としての活動になっている。藤井(2014)は社会的企業には、ミクロ・
― 208 ―
整コストや組織を立ち上げて経営するコストが極めて高い）に対してどのように」対処する
のか。マクロ・レベルでは、社会的企業は政府、市場、コミュニティとの関係の媒介領域に
位置する組織と捉えられてきた。
そこで、今回は前記の４つの類型からソーシャルファーム型、障がい者支援分野での６箇
所の社会的企業を選んだ。障がい者の生活と仕事のサポートを行いグッド・プラクティスと
認められる６事業体にヒアリング調査を行った。その実践課程を確認し、概念の抽出を行っ
た。その概念を先行研究の知見に照らし合わせながら、自立支援課程の検討を行った。事業
体の選考にあたっては、非営利であり事業体の多様性、仕事の形式の多様性を求めた。６事
業体のうちＡ、Ｂ、Ｅ事業体が社会福祉法人、Ｃ、ＦがＮＰＯ、Ｄが公益法人である。事業
に革新性があり、すでに安定して継続可能であること、 活動地域が都市部、 農村部、 事業体
が社会福祉法人とその他と異なることに配慮した。Ｄ事業体が一般就労、Ａ、Ｂ、Ｅ事業体
が障害者就労継続支援Ａ型、Ｆ事業体が就労継続Ｂ型、Ｃ事業体が自治体障害者活動センタ
ー事業を営む。調査した6箇所の障がい者支援を行う社会的企業は次の表２のとおりである。
（２）理論的サンプリングとしての文献研究
社会的企業の研究にあたり、何度も先行文献から示唆を受け続けている。しかし就労支援
を行う社会的企業に関する先行研究は多くはなく、領域を広げて検討してきた。そのため社
会福祉ばかりではなく他領域にもわたり、その論点や議論の内容は大きな相違がある。現行
の日本の社会的企業は、社会的居場所と福祉的経済支援も行うというこれまでの福祉領域事
業体にはない取り組みを行っている。今回は先行研究の議論の差異に捉われず、活用できる
概念の抽出を行った。そのために活動も様々な実践や理論を断片的に取り入れてきた。主な
参考文献としたのは、藤井による社会的企業の研究である。（藤井、2010,2014）藤井は労働
者協同組合の研究から、日本の労働者共同組合の研究を行った。藤井の海外研究では主にイ
ギリスでの知見が取り込まれており、中心的な理論は、テイラー(Taylor　2011)のコミュニ
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メゾ・マクロの問いがあるとする。ミクロ・レベルでは、社会的企業が果たす社会的包摂機能をどのよ
うに認識し、評価するか、社会的に排除された人々の「自立」や成長のプロセスが必然的に問われる。
メゾ・レベルの問いは、オーナーシップ・コストの高さ（集合的意思決定を行う際の調整コストや組織
を立ち上げて経営するコストが極めて高い）に対してどのように」対処するのか。マクロ・レベルでは、
社会的企業は政府、市場、コミュニティとの関係の媒介領域に位置する組織と捉えられてきた。? ? ? ? ? ? ? ? ?  
そこで、今回は前記の４つの類型からソーシャルファーム型、障がい者支援分野での６箇所の社会的
企業を選んだ。障がい者の生活と仕事のサポートを行いグッド・プラクティスと認められる６事業体に
ヒアリング調査を行った。その実践課程を確認し、概念の抽出を行った。その概念を先行研究の知見に
照らし合わせながら、自立支援課程の検討を行った。事業体の選考にあたっては、非営利であり事業体
の多様性、仕事の形式の多様性を求めた。６事業体のうちＡ、Ｂ、Ｅ事業体が社会福祉法人、Ｃ、Ｆが
ＮＰＯ、Ｄが公益法人である。事業に革新性があり、すでに安定して継続可能であること、 活動地域
が都市部、 農村部、 事業体が社会福祉法人とその他と異なることに配慮した。Ｄ事業体が一般就労、
Ａ、Ｂ、Ｅ事業体が障害者就労継続支援Ａ型、Ｆ事業体が就労継続Ｂ型、Ｃ事業体が自治体障害者活動
センター事業を営む。調査した 6 箇所の障がい者支援を行う社会的企業は次の表２のとおりである。 
 
 
 
（２）理論的サンプリングとしての文献研究 
社会的企業の研究にあたり、何度も先行文献から示唆を受け続けている。しかし就労支援を行う社会
的企業に関する先行研究は多くはなく、領域を広げて検討してきた。そのため社会福祉ばかりではなく
他領域にもわたり、その論点や議論の内容は大きな相違がある。現行の日本の社会的企業は、社会的居
場所と福祉的経済支援も行うというこれまでの福祉領域事業体にはない取り組みを行っている。今回は
先行研究の議論の差異に捉われず、活用できる概念の抽出を行った。そのために活動も様々な実践や理
論を断片的に取り入れてきた。主な参考文献としたのは、藤井による社会的企業の研究である。（藤井、
2010,2014）藤井は労働者協同組合の研究から、日本の労働者共同組合の研究を行った。藤井の海外研
究では主にイギリスでの知見が取り込まれており、中心的な理論は、テイラー(Taylor? 2011)のコミュ
ニティに関する研究である。その他の日本の研究者では社会的企業を研究する山本、社会的包摂に関す
る研究で就労支援と社会的企業にも触れた宮本を取り上げた。その他、日本の障がい者就労支援の実践
者である斉藤、NPO 抱撲の奥田、生活クラブ「風の村」を取り上げた。その他、EU おける WISE の
研究グループ EMES の著述を取り上げた。このＥＵにおける議論から、社会的企業の代表的な概念を
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ティに関する研究である。その他の日本の研究者では社会的企業を研究する山本、社会的包
摂に関する研究で就労支援と社会的企業にも触れた宮本を取り上げた。その他、日本の障が
い者就労支援の実践者である斉藤、NPO抱撲の奥田、生活クラブ「風の村」を取り上げた。
その他、EUおけるWISEの研究グループEMESの著述を取り上げた。このＥＵにおける議論
から、社会的企業の代表的な概念を抽出した。日本では実現の有無に関わらず、EUでは社
会的企業には必ず求められる活動概念が存在する。最後に就労支援の大きな課題である社会
的包摂、社会的排除に関する文献を取り上げた。社会的企業の実践を、文献に照らして検討
を行い、当事者、事業体、地域の３段階から構成した。
（３）理論的サンプリング―社会的企業の当事者
就労支援の当事者が出会うのが、支援者による福祉事業である。この初めの時から福祉サ
ービスの提供事業にとどまらず、社会的企業は当事者と一緒に考え仕事を作り上げるサポー
トする活動を始める。
①居場所
福祉領域社会的企業はまず当事者の居場所を提供する。この施設内支援の生活のサポート
を超えて、支援者は仕事のサポートに取り組む。藤井(2014)は、多層的な社会的企業の取り
組みは、「当事者の居場所としてミクロなコミュニティとして存在しコミュニティ・エンパ
ワーメントを生み出す。」として、まず居場所での社会福祉事業を起点とした。この社会福
祉事業は顧客への福祉サービスとしての対応とは異なる、居場所から始まるにあたり当事者
はゲストやコンシュマーではなく、共に働く仲間であり、メンバーである。居場所で提供す
るのは、幅広い支援でありセンのケイパビリティ・アプローチの開始である。これは、【居
場所からケイパビリティ・アプローチが始まる】ことである。
藤井(2014)は、社会的企業の重要な要素をEMESの先行研究から紹介している。まず初め
に社会的企業のハイブリッド構造の形態について述べている。「EMESネットワークでは、
エバースを中心に、社会的企業（あるいは、社会的企業を含むサードセクター）を政府、市
場、コミュニティ（市民社会）の媒介領域に位置する組織と見なす三極モデルと呼ばれる認
識枠組みを発展させてきた。この時に注目すべきことは、三極モデルが、単純に、社会的企
業の概念設定上のモデルとして捉えられているのではなく、社会的企業と政府、市場（営利
企業）、コミュニティの間の相互作用（ダイナミズム）を組み込む形で議論されてい
る。・・・(中略)三極モデルにおいては、社会的企業が社会問題を解決するためには、市場の
みならず、政府やコミュニティとの密接な関係者が重要視されていると言えるだろう。すな
わち、社会的企業と各セクターとの間のパートナーシップ、あるいは、ソーシャル・ガバナ
ンスといったものであらかじめ想定されているのである・・・(中略)社会的企業にとって、
市場、政府、コミュニティは、いずれも長所も短所もある両義的な存在だということであ
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る。」このハイブリッド構造の事業体が、多元的な目標があるとする。「社会的企業は、そも
そも、一般的に社会的目的と事業上の経済的目的の２つを併せもつものとして捉えられてい
る。その意味で、あらゆる社会的企業の目的はハイブリッドであり、多元的であると言える
だろう。」
②ストレングス
ソーシャルファームの認定に取り組むソーシャルファームジャパンは、社会的企業の戦略
として「障がいの特性を利用する。」と記した。これを当事者の強み（ストレングス）を生
かすと理解する。すなわち、【当事者のストレングスを支援する】アセスメントが実施され、
当事者と支援者の波長合わせが始まる。当事者にとって最も相応しい職場が探求される。そ
して、職場で就労開始後は支援者側の「いいとこどり」のクリームスキミングにならない支
援が求められる。事業体Ｆは利用者が楽しみながら、交流しながら仕事に取り組むため、仮
設時の就労継続Ａ型からあえてＢ型に変更し、仕事の速度を下げている。当事者のストレン
グスを支援するために、アセスメントが実施され、当事者と支援者の波長合わせが始まる。
当事者にとって最も相応しい職場が探求される。
ラップ（邦訳、2014）のストレングスモデルは精神障がい者の支援においてカンサス大学
で精神障がい者のために開発されたのが、ストレングスモデルである。就労開発において、
ストレングスへの注目が必要になる。例えば、ビッグイシューは、ホームレス支援にあたり
彼らの生活の場である路上を就労の場として生み出した。
③ソーシャル・マケッティング
湯浅(2008)は「社会的企業」は、「貧困ビジネス」と対して、「溜めの回復/形成」を志向す
る事であると位置づける。「社会的に排除された人々に対して、精神的な溜め（自尊心の回
復）や人間関係上の溜め（居場所としてのコミュニティ）の形成を支援しながら、生活保護
制度へのアクセス、互助制度づくり、仕事の創出、政策提言等、多様な方法でエンパワーメ
ント３）を行う事業体としての社会的企業というイメージである。」として、仕事創出の重要
さを記している。
また、櫛部(2007)は生保受給者を、失業により自信を失い、社会活動から後退した人々と
捉える。自立支援を「発達」の創造と見ている。ボランティア活動等により、「社会的つな
がり」や自尊感情・自己肯定感の回復を計る。一般就労による生保廃止目的ではなく、半福
祉半就労の生活として「中間的就労」を認定する。釧路市では社会的企業を創設し、さらに
生活保護とは別に生活困窮者支援事業（地域に根ざした雇用事業の開発）を開始した。
フランスの社会学者トマーシェ(邦訳2002)は、失業を個人的責任にする問題を指摘する。
「困難を抱えた失業者への個別的、そして専門的な能力評価が広がれば、個人を取り囲む外
部要因（雇用提供・求人の欠如、地域の労働市場の状況）とは相対的に独立した個別的また
は属人的な諸要素から、失業が説明されるようになる。個別的状況を強調することは、雇用
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から排除された経済的、社会的なプロセスを無視するおそれがあり、それは失業者にスティ
グマを刻印することにもなり、諸状況を失業者の内部に閉じ込めて行くという「内省化」を
招くのである。「内省化」とは、個人がそうなったのは自分自身のせいであると納得させる
ことであり、他人に対しては、だからそうなったのだとみとめさせる行為であるが、失業の
場合でも、それは自分自身の責任であり、他人の責任ではないと説明されるようになる。職
業紹介所職員が面接中の失業の状況について説明するのに、『モチベーション』の概念に救
いをもとめることが往々にしてあるが、それも同じように失業者に責任転嫁する発想である。」
障害者総合支援法以前の2011年「障害者総合福祉法の 骨格に関する総合福祉部会の提言
骨子」から示された就労支援に対すパイロット・スタディの提案は次のとおりである。「社
会的雇用等多様な働き方についての試行事業(パイロット・スタディ)を実施し、障害者総合
福祉法施行後3 年をめどにこれを検証する。その結果を踏まえ障がい者の就労支援の仕組み
について、関係者と十分に協議しつつ所管部局のあり方も含め検討する。」この提案は障害
者総合支援法に採用されなかったが、現在の社会的企業はまさにパイロット・スタディに取
り組み【事業を開発する】といえる。
ソ－シャル・ファーム・ジャパンは、障がい者に向いている業種の調査を行った。市場の
競争原理にさらされない分野に、可能性を見出している。①仕事の機械化・自動化が困難で
あり、自動化による採算が合わない仕事、このために、市場または準市場への進出や事業の
起業、隙間産業、休眠事業・衰退事業への起業などを社会的企業は行う。事業体Ａは経営不
振で閉館されたホテルの委託事業者に指名され、様々な工夫で活性化させ、地元の集いの拠
点なった。事業体Ｆは団地内のシャッター商店街にパン屋・カフェを出店し、さらに工房・
ギャラリーなどを借り上げ、障がい者とそうでない人が交流し、文化的で家族的な場として
再生させている。
（２）理論的サンプリング―社会的企業の事業体
①ワーク・インテグレーション
障がい者への就労支援について、現在一般企業や営利企業が持っている価値観とは異なる
労働体系を作り出さない限りは、「就労支援」と言われ続けても障がい者は就労できるとい
う所まで活動は広がらないと考えられる。障がい者共同連を代表する斉藤（2008）は重度の
障がい者は働かなくても生きる権利を主張する人がいるが、一方で働く権利もあるというこ
とも主張すべきであるという。「ワーク・フェアということではなく初めから労働から排除
されてきた人々に、労働を取り戻すことが中心である。」
社会的企業においては、仕事の機会の創出を目指して当事者と支援者の両者の協働が必要
で【共に働く】仕事になっている。事業体Ｃは屋外の清掃を行う厳しさを職員との協働で乗
り越えてきた。社会的企業においては、仕事の機会の創出を目指して当事者と支援者の両者
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の協働が必要で「共に働く」仕事になっている。
2002年の「ホームレスの自立支援等に関する特別措置」はホームレスの自立支援に言及し
た。住宅支援と共に、就労支援の必要性が高まった。ホームレス支援を行う社会的企業を牽
引する奥田(2014)は、「社会的孤立」と「経済的困窮」を抱えている事に注目した。「社会的
孤立に対処するために私たちは『伴走』を考えた。困窮孤立状態にあった当事者が誰かとの
『伴走』状態へ移行することは、社会参加の第一歩である。これまで私たちは『自立が社会
参加の前提である』と考えてきた。しかし。『社会参加なき自立』問題が再燃する。･･（中
略）『社会参加こそが自立の前提である。』これが『伴走』における『参加と自立』の関係で
ある。」社会的不利な人々への支援として、「伴奏型支援」があげられ、就労支援に結びつけ
ている。
社会的不利な人々の就労の検討の中に、就労を段階的に進行する取組みがあった。この先
駆的な取り組みを行ったのが、社会福祉法人生活クラブ「風の村」である。ユニバーサル就
労は、生活困窮者自立支援法の就労訓練事業のモデルとなった。社会福祉法人生活クラブ
「風の村」では、2008年から「ユニバーサル就労」に取り組んできた。ユニバーサル就労シ
ステム検討委員会(2017)による「ユニバーサル就労システムの高度化事業報告書」がその取
り組みを報告している。「ユニバーサル就労は、①障がいのあるなし等にかかわらず、働き
づらさを抱えたすべての人を職場に迎え入れ、個別就労を行う②雇用によらない就労形態を
含め、その人の状況に応じた多様な働き方を用意する、という２つの原則を持ち、雇用に至
らない就労支援を含め、その人の状況に応じた多様な働き方を用意する。」
さまざまな理由で働きづらさをかかえる人は、最初から最低賃金以上の雇用労働に従事す
ることがむずかしく、いわば、訓練的な期間が必要な場合が少なくない。そのために「風の
村」では、無償コミューター（賃金なし、交通訓練費支給）⇒有償コミューター（一定の報
酬、交通費支給の働き方）⇒最低賃金以上での雇用⇒一般賃ンお金体系での雇用という4段
階の働き方を用意し、コミューターの段階では、個別支援計画を策定してそれに基づいてス
テップアップを支援することにした。すべての人が働やすい職場づくりが、ユニバーサル就
労の究極の目標になった。働きづらさをかかえたすべての人を対象とするユニバーサル就労
が生み出された。就労困難という課題に対し風の村」では、就労における「障がい者」の定
義を独自に「就労可能性」で判定している。雇用にあたっては、1法人で支えるのではなく
他法人と連携して地域全体で支える。障がい者就労事業と生活困窮者自立支援事業を、ユニ
バーサル就労がつなぐ。最後には生活困窮者支援事業見直しに向けた提案もおこなっていく
とする。ユニバーサル就労は、就労支援が生み出した1つの頂点であり、今後全国的な展開
に繋がると思われる。
②マルチ・ステーク・ホルダー・ガバナンス
ヨーロッパの研究者たちは、多様な利害関係者（ステーク・ホルダー）が関わって統治
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（ガバナンス）する「マルチ・ステーク・ホルダー・ガバナンス」を、社会的企業の運営上
の要としている。(藤井、2014) さらに「多様なステーク・ホルダーを巻き込んだ、参加型の
経営組織」（藤井、2007）が行われている。
藤井（2014）は社会的企業が複雑な構造をも持ち、多元的な社会目標を追求するために、
ハイブリッド組織になっていることに注目する。多元的な社会の目標の機能をミックスさせ
たところに、ハイブリット組織としての社会的企業の考え方がある。藤井は「コミュニティ
形成を通した問題解決、市場におけるサービス提供を通した問題解決、政策提言やパートナ
ーシップを伴う政治的問題解決」に取り組むと考えている。日本における社会的企業のハイ
ブリッドは図の様になる。
このような、マルチ・ステーク・ホルダー、ハイブリッド構造のため複雑な福祉ミックス
が我が国の社会的企業にも生じる。図２は調査した社会的企業Ｂの機構で、実際にはさらに
複雑であるが、社会福祉法人と同時に関係者により有限会社が立ち上げられた。そのことが
事業資金の貸し付けを可能にし、工場の改善・機器導入のため幅広い助成金の獲得を可能に
した。さらには地域の要請で障がい者だけではなく、孤立する老人やひこもり青年の支援な
ど利用者を広げている。日本の社会的企業は、混乱していると言えるほど【多様な形態で多
様な人々と関わる】多様な形式を生み出している。
EUではDefourny（2004）によれば、「ほとんどの先進国で、社会経済的な起業組織―民
間営利セクターに公的セクターにも属さない『サードセクター』が成長している。社会的企
業はこのサードセクターが発展していき、共同組合と非営利組織の交差空間に存在し、両者
の性格を併せ持つ。」ＥＵのみならず、社会的企業は様々な利用者と結合した機構で活動し
ているのである。
③ソーシャル・イノベーション
社会的企業の成立要件と期待されるものは、既成の社会福祉の方法の変革、イノベーショ
ンである。イノベーションとはシュンペーターによると、新しい製品、新しい生産手段、新
しい市場、新しい原材料･半製品、新しい組織という５つのフェーズの組み合わせであり、
それによって経済の新次元を開くものである(Schumpeter,1934)。ソーシャル・イノベーシ
ョンの焦点は、今問われている社会的課題の解決であり、その解決のためには社会的課題の
利害関係者のみならず、他のステーク・ホルダーの意識変化や新しい社会的価値を創造する
ことにある。
宮本(1999)は「社会的企業は、政府、市場、コミュニティとの関係において、制度的同型
化の圧力に抗しつつ、能力的媒介として役割を果たす。」とし、社会的企業には社会変革
（ソ－シャル・イノベーション）の活動がある。
山本(2014)は、「組織というものは、行政―市場―家庭・地域・市民社会からなる福祉トラ
イアングルのどこかの位置に偏るものである。サービスの特性からみれば、準公共的なサー
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ビスには、中間的な組織が有効だとする見解が『中間論』である。」山本は、非営利組織と
社会貢献型企業の中間に社会的企業を位置づけ、非営利セクターと営利セクターのインター
フェイス・中間部分に社会的企業を置く」とする。山本によれば、ソーシャル・イノベーシ
ョンは以下の６つの段階を踏まえる。①社会問題の診断　問題の本質を見抜き、その本質を
見極めることが大切である。②アイデア　事業の新規なアイデア　③パイロット　試験的な
取り組みを意味する。④持続可能性　安定的な収入の確保　⑤スケール　事業を普及させ、
拡大する　⑥システムの変革　社会の多くの要素が相互作用するように導く。
社会的企業は【地域にイノベーションがおこる】働きを持つと思われる。事業体Ｃは汚れ
ていた都市中心部を美化し、町の様子を一変した。事業体Ｄは合成洗剤汚染を防止する安全
石鹸を小学校の廃食油のリサクルで生産する。生産された石鹸をさらに小学校の食器洗いに
使用し、循環する全く新しい社会シスムを作り出した。
（３）理論的サンプリング―社会的企業と地域社会
①コミュニティ・エンパワーメント
藤井(2014)は社会的排除された当事者は社会的孤立が深まり、ニーズの表出が困難であり、
宮本（1999）は、社会的企業は、政府、市場、コミュニティとの関係において、制度的同型
化の圧力に抗しつつ、能力的媒介として【地域が元気になる】役割を果たすという。
イギリスの社会的企業認証を行うソーシャルファームＵＫでは、中核的な３つのＥ
（Enterprise、Employment、Empowerment)を設定し、それらの価値に結びついた具体的な
業績基準を設定して、独自の評価基準を提示している。社会的企業が制度的な同型化をする
のではなく地域の実情にあった活動の上で、エンパワーメントは重要な意味を持っている。
イギリスのコミュニタリズムを批判するマリリン・テイラー(2017)は、コミュニティ・エ
ンパワーメントを重要視する。「コミュニティ・エンパワーメントのプロセスは、①エンパ
ワーメントの起点であり、当事者のニーズが表出され、眠っていた能力や資源が顕在化する
インフォーマルな居場所としてのコミュニティの形成、①コミュニティと結びついたフォー
マルな組織の形成、ならびに外部ネットワークとの接続、②そして①を前提とした多様なエ
ンパワーメント・プロセスの展開といった論点から説明することが可能であるように思われ
る。」
②ソーシャル・キャピタル
ソーシャル・キャピタルについては、パットナム(邦訳2006) の論述に代表される。アメリ
カで市民参加はなぜ衰退したかをパットナムは考えた。パットナムによれば、ソーシャル・
キャピタルは「私財」であると同時に「公共財」としての性格ももっている。ソーシャル・
キャピタルに対する投資の見返りは、投資者だけに返ってくるというわけではない。利益の
いくらかは、傍観者の手にも渡る。ソーシャル・キャピタルはこうした性質があるため、そ
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れを支えている行動ルールは、互酬性の規範である。互酬性の規範によって特徴付けられた
社会は、不信がうずまく社会よりも効率がよいとされる。ソーシャル・キャピタル豊富なと
ころでは、政治的、経済的取引における不正や日和見は減少するという。ソーシャル・キャ
ピタルも「資本」の一形態である以上、負の外部効果ももちうる。ソーシャル・キャピタが
もつ正（プラス）の効果を最大化し、負（マイナス）の効果を最小化するためには、何が必
要かを検討しないといけない。ソーシャル・キャピタル形式のなかで、もっとも重要視され
るのが「橋渡し型」（包含型）と「結束型」（排他型）の区別である。結束型の社会関係資本
は内向きの指向をもち、排他的なアイデンティティと集団の等質性を強化していく傾向があ
る。こうした形態の資本は、しばしばネットワークのメンバーにとって重要な精神的、社会
的支えとなる。他方、橋渡し型のソーシャル・キャピタルは外部との連絡や情報の伝播に優
れ、いつもよく会う人からはえられないような情報をもたらしてくれることがある。橋渡し
型の資本によって形成されるアイデンティティはより広いもので、互酬性は一般的なものに
なる。結束型のソーシャル・キャピタルは、内集団に対する強い忠誠心を生むことで、逆に
外部に対しては敵意を作り出す可能性がある。したがって結束型のソーシャル・キャピタル
は、負の外部効果をもちやすいということができる。けれども、多くの場合、結束型も橋渡
し型もともに大きな正の効果をもちうると考えられる。また、多くのソーシャル・キャピタ
ルは、ある次元では人々を「結束」させ、別の次元では「橋渡し」をおこなっている。社会
的企業は地域におけるソーシャル・キャピタルとして定着していき【地域の資源になる】。
原田(2014)は社会的企業とは、「多元的目標、多様なスタークホルダーの参加に開かれた②
マルチ・ステーク・ホルダー、事業収入、公的資金、ソーシャル・キャピタルなどの資金ミ
ックスによって持続可能性を確保する多元的経済という組織構造である。」という。
山本(2014)は、社会的企業は「地域再生のコアとなるのにふさわしい性格をもつ。」またペ
ストフは協同組合を中心とする社会的経済の役割を重視し、国家、市場、地域社会が交差す
る三角形の中心に据える「福祉トライアングル」を提唱している。社会的企業は、地域の財
産になっていくのである。事業体Ａは過疎化し、地域産業が衰退する地域において、代表的
な事業体であり、首長の「福祉は産業」という宣言にも加わり強力な地元の支援を受けてい
る。
（４）社会的包摂
就労支援全体の前提となる社会的包摂についての文献を以下にしめす。
アメリカの犯罪学者ヤング(邦訳2007)は排除型社会について指摘する。「排除型社会」の第
３章で、排除型社会を食べては吐き出す過食症に例えた。ヤングは、社会的排除は「犯罪、
文化的包摂と構造的排除によって引き起こされる。」とする。社会的不利な人々に早期に過
剰包摂を行うと、むしろ社会的排除を進めると指摘する。「クロード・レヴィ＝ストロース
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の『悲しき熱帯』で提案した、包摂型社会と排除型社会の類型は、多くの社会評論家を魅了
してきた。「未開」社会は、よそ者や逸脱者を飲み込み、自分たち自身と一体化し、そこか
ら強さを得ようとする社会である。つまり、人間を飲み込む〔anthropophagic〕社会であ
る。」クロード・レヴィ＝ストロースの比喩によれば、「人間を飲み込む社会」つまり「社会
的人食い」がおこなわれる社会と「人間を吐き出す社会」として「逸脱者を吐き出す社会」
がある。ヤングは後期近代社会を「その両方の特徴を同時にもつような社会」であり、「人々
を貪欲に飲み込み、同時に人々をつねに排除するような、いわば『過食症社会』である。」 
という。ヤングはアメリカのアンダークラスの人々の研究に触れていく。アメリカ的価値観
の社会へ文化的適応を急ぐアンダークラスの野心的な若者にとって、ドラッグ経済はアメリ
カンドリームのように魅了する。「これこそ、文化的包摂と社会的排除から成り立つ『過食
症』社会である。」 「包摂と排除から成り立つ世界とは、なんとも奇妙な世界である。この過
食し嘔吐する社会システムでは、一方ではアンダークラスをこねまわし。形を与えながら、
他方では同じ全体社会がアンダークラスを拒絶し、追放しているのだから。」と語る。ヤン
グはその後の著作で過剰包摂の危険性を指摘している。
社会的企業と社会的包摂はどう結びつくであろうか。大沢(2011)は「『包摂する社会』＝生
活が保障され参加の機会が確保された社会が必要だという問題意識があり、ソーシャル・イ
ンクルージョン（社会的包摂）に必要なのが社会的経済である。」
原田（2014）は、「社会的企業への関心の高まりは、給付行政の事後的な福祉救済ではな
く、社会的に排除された人々が社会に再統合される過程において、問題発生の予防から潜在
能力の発揮に至る一連の回復プロセスを重視した、当事者の社会参加を促す包摂機能であ
る。」とう。
社会的包摂が各国で政策基調になっていったのはなぜであろうか。宮本(2013)は、「包摂の
社会学」で述べる。「第１には、社会構造的な背景がある。・・社会的排除の拡大に対しては、
これまで『弱者』を対象とするものと括られがちであった支援型の制作を普遍的に提供して
いく必要がある。・・・・・
第２に経済政策的背景がある。・・経済の競争力拡大につながらない政策軍は、その費用
効果が問われてくる。これに対して、労働力の供給面に力点をおき再訓練などをとおして
人々の就労可能性を高めていく政策は、人的資本への投資という性格を有しており、長期的
にみて競争力拡大に結び付く可能性がある。第３には、世論動向の論理である。従来型の公
的扶助を拡大し続けて生活困窮層の特権化に映り、ときに中間層の同意を得ることが困難に
なる。しかし、福祉政策が生活困窮者の単なる保護ではなく、その社会的経済的自立を促す
政策として展開されていくことが協調されるならば、政策への支持調達はあるかに容れ易く
なる。」
社会的包摂は狭義には、生活困窮者の社会参加と経済的自立の支援を意味する。政策とし
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ては、公的扶助受給者や生活困窮者に職業紹介、訓練、保育サービスを提供するなどの就労
支援をおこない、併せてその就労の場を確保することが中心になる。広義には、家族ケア、
教育、リハビリテーションなど多様な社会活動に人々を包摂していくものである。とくにア
クティベーションの立場に立つ包摂論は、こうした広義の社会的包摂を重視し、家族ケアや
教育と雇用の好循環を実現して、男女を問わず多くの人々が質の高い就労を実現し続けるこ
とを目指す。
６．文献から得た理論的サンプリングによる実践モデル課程の作成
文献から得た理論的サンプリングを調査のから得た情報に照らし行動型の実践課程へと変
更した。実践モデル作成への中間的集約となる。理論的サンプリングの中から、社会的包摂
は社会的企業の活動全般に渡ると思われ、活動の前提とした。この８つの概念を社会的企業
の実際の活動から、活動の形態へと書き換えを行った。
聴き取り調査を行った表２の６事業体の実践に、この①から⑧までの概念の実践課程を仕
分けし表４にまとめた。各事業体のソーシャル・ミッションは。各事業体の活動理念や活動
目標を引用した。
また各事業体が工夫して創出した代表的な仕事は次のようである。
・Ａは、閉鎖された宿泊施設の指定管理者となり、ホテル・レストラン・売店を運営し、そ
の他食品加工など多彩な仕事を展開している。
・Ｂはクリーニング・多様な食品加工・レストラン・売店・過疎地の農業などを行う。
・Cは、小学校の給食廃油を加工して石けんを作り、学校の食器洗いに戻す資源の循環を行
う。
・Ｄは、自治体や民間からの委託で道路・公共施設の清掃を行い、売店・宿泊施設の管理運
営も行う。
・Ｅはパン製造販売を中心に、地域交流事業に多彩に取り組み、シャッター商店街を活性化
12 
 
社会的包摂は狭義には、生活困窮者の社会参加と経済的自立の支援を意味する。政策としては、公的
扶助受給者や生活困窮者に職業紹介、訓練、保育サービスを提供するなどの就労支援をおこない、併せ
てその就労の場を確保することが中心になる。広義には、家族ケア、教育、リハビリテーションなど多
様な社会活動に人々を包摂していくものである。とくにアクティベーションの立場に立つ包摂論は、こ
うした広義の社会的包摂を重視し、家族ケアや教育と雇用の好循環を実現して、男女を問わず多くの
人々が質の高い就労を実現し続けることを目指す。 
 
６．文献から得た理論的サンプリングによる実践モデル課程の作成 
? 文献から得た理論的サンプリングを調査のから得た情報に照らし行動型の実践課程へと変更した。実
践モデル作成への中間的集約となる。理論的サンプリングの中から、社会的包摂は社会的企業の活動全
般に渡ると思われ、活動の前提とした。この８つの概念を社会的企業の実際の活動から、活動の形態へ
と書き換えを行った。 
 
 
 
聴き取り調査を行った表２の６事業体の実践に、この①から⑧までの概念の実践課程を仕分けし表４
にまとめた。各事業体のソーシャル・ミッションは。各事業体の活動理念や活動目標を引用した。 
また各事業体が工夫して創出した代表的な仕事は次のようである。 
・Ａは、閉鎖された宿泊施設の指定管理者となり、ホテル・レストラン・売店を運営し、その他食品加工
など多彩な仕事を展開している。 
・Ｂはクリーニング・多様な食品加工・レストラン・売店・過疎地の農業などを行う。 
・?は、小学校の給食廃油を加工して石けんを作り、学校の食器洗いに戻す資源の循環を行う。 
・Ｄは、自治体や民間からの委託で道路・公共施設の清掃を行い、売店・宿泊施設の管理運営も行う。 
・Ｅはパン製造販売を中心に、地域交流事業に多彩に取り組み、シャッター商店街を活性化した。 
・Ｆは、地域にレストランを開き、安全で安価な地産地消に取り組んでいる。 
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した。
・Ｆは、地域にレストランを開き、安全で安価な地産地消に取り組んでいる。
７．研究の結論
社会的企業を調査する中から、研究するにあたり一旦その活動概念の探索を先行研究に求
めた。日本の社会的企業の活動は、実践が先行し理論的な研究が追随している。社会的企業
の複雑な実践課程を、
レヴィ＝ストロースを引用して社会的不利な人々の就労支援に取り組む「社会的企業のプ
リコラージュ」活動とした。
プリコラージュは社会的企業の仕事の開発においても、重要な概念である。生活と仕事を
サポートし、実際の社会的居場所づくりから当事者のストレングスを支援する。当事者と支
援者が共に働く事により、事業は開発され、多様な形態で多様な人々を関わる。地域にイノ
ベーションが生まれ、活力が生じ地域の資源となって行く。社会福祉支援と同時に市場へ参
加する「プラクシス」と、当事者のための就労を創造する「ポイエーシス」を社会的企業は
実践していく。この活動は、社会的包摂を目指して事業を開発し、当事者と地域とともに分
かち合う活動である。これを「社会的企業のプリコラージュ」の活動であると考え、将来の
連帯経済に発展する活動と考え位置づけた。
今回の実践モデル作成への取り組みは、調査・分析・集約の中間的な考察である。実施他
グラウンデッド・セオリーは、理論的サンプリングを行いながら、元の地についた基礎デー
タに立ち返り、何度も検討を行うことを推奨している。本論の取り組みは理論的飽和に至る
中間的集約としての報告である。また調査の初期段階のインタビュー分析の一覧表は省略し
た。グラウウンデッド・セオリーの創始者であるグレイザー(1978)は、論文にインタビュー
掲載の必要を認めていない。しかし、今回のような先行文献と実践の照合を行うと、論理の
接着点が見えにくい記述であるのは否めない。主題も研究方法も新規性の高い内容であり、
今後の課題としたい。
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(summary)
By the low unemployment rate and lifetime employment, the employment environment 
of stable our country has been greatly deteriorating for a long time. Irregular employment 
increased, and the disadvantageous people increased in the labor market. The people such 
as a youth, the homeless person not to send with a person with a disability in particular, a 
welfare recipient, the life poor, a one parent, a job need the working support that is different 
from before. A welfare domain social company working on this new working support gains 
a lot power today. However, I develop it in the contents which there are not a fixed business 
form, and are various while having been wrestled as there is not the establishment of the 
system, and learning from an overseas precedence example. It is the action that is going to 
develop a social problem about the working by business technique in a welfare purpose not 
a commercial purpose to take up here. It is thought that it is common to an action of 
working support social work in the social welfare. The activity of a social company working 
on the working support to these social disadvantageous people gives result slowly. However, 
our country does not have the law about the social company, and the content to fix for a 
definition varies among researchers. I folded it into the study of the practice process of the 
social company as the working support, and the writer crossed it, but in the first place 
questions what was were always necessary with the social company. Therefore the writer 
always repeats that I learn from the knowledge from a precedent study. At first, as an 
investigation method, I wrestled from the interview to the spot in grounded theory. In a 
process of the later concept extraction, I extracted a concept taken up that should inflect 
from the research from precedent documents to the spot some other time and did it with 
a theoretical sampling. Furthermore, I wrestled for constitution of the practice activity of 
the company of the person mind of the person with a disability domain as the middle 
Documents study and practice examination as the 
theoretical sampling about the social company which 
to work and support of social disadvantageous people 
- From the social subsumption to community 
empowerment of the social company -
MIYATAKE, Takaya
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collection of the study in the concept of the practice process of the social company based 
on the knowledge. As a result, I summarized the practice course that ”the social subsumption” 
of the social company reached by ”community empowerment” in a table. I constituted this 
various knowledge and concepts and thought that the welfare domain social company 
supported it. As a result, I considered the activity of the social company which worked on 
the working support to social disadvantageous people with ”the pre-collage of the social 
company
